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 ２） 賛同者（会員）へ会費徴収権を有する —課税権に代替する権能・権限を発揮する。 
 ３） 会則制定権を有する —条例制定に代替する権能・権限を発揮する。 









































  会計処理が不透明である、意思決定のプロセスが不明瞭である、人事が固定化している、 
 自由意志による参加が現実的に不可能ではないか、情報発信が不十分で何をしているか 
























































































































































































































































約 6000 人、65 歳以上人口
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